
（事業主の方へ） 

  厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク・(独)高齢･障害･求職者雇用支援機構 

平成2９年度 
雇用関係助成金のご案内 

（簡略版） 

 平成29年度の雇用関係の助成金についてご紹介します。 

 雇用の安定、職場環境の改善、仕事と家庭の両立支援、従業員の能力向上などに、 

ぜひ、ご活用ください。 

助成金を受給できない事業主（事業主団体を含む） 

●不正受給をしてから３年以内に申請をした事業主 

または、申請日後、支給決定日までの間に不正受給をした事業主 

※不正受給とは、偽りその他不正行為により本来受けることのできない助成金を受け、 
または受けようとすることをいいます。例えば、離職理由に虚偽がある場合（実際は 
事業主都合であるにもかかわらず自己都合であるなど）も、不正受給に当たります。 

●支給申請した年度の前年度より前の年度の労働保険料を納入していない事業主 

●支給申請日の前日から過去１年間に、労働関係法令の違反を行った事業主 

●性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、またはこれらの営業の一部を受託する営業を 
 行う事業主  
※これらの営業を行っていても、接待業務等に従事しない労働者（事務、清掃、送迎運転、調理など）の雇い入れに係る助成金について

は、受給が認められる場合があります。また、雇い入れ以外の助成金についても、例えば旅館事業者などで、許可を得ているのみで接

待営業が行われていない場合や、接待営業の規模が事業全体の一部である場合は、受給が認められます。なお、「雇用調整助成金」に

ついては、性風俗関連営業を除き、原則受給が認められます。 

●事業主又は事業主の役員等が、暴力団と関わりのある場合 

●事業主又は事業主の役員等が、破壊活動防止法第４条に規定する暴力主義的破壊活動を

行った又は行う恐れがある団体に属している場合 

●支給申請日、または支給決定日の時点で倒産している事業主 

●不正受給を理由に支給決定を取り消された場合に、都道府県労働局が事業主名等を公表 
 することについて、同意していない事業主  

受給対象となる事業主（事業主団体を含む） 

雇用保険適用事業所の事業主 

期間内に申請を行う事業主 

支給のための審査に協力する事業主 

審査への協力の具体例 

・審査に必要な書類を整備・保管する。 

・都道府県労働局・ハローワーク・(独)高齢･障害･求職者雇用支援機構から書類の提出を求められたら応じる。 

・都道府県労働局・ハローワーク・(独)高齢･障害･求職者雇用支援機構の実地調査に応じる。 

＜溶け込み版＞ 

  
 詳しくは「雇用関係助成金」で検索してください 
 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/ 

koyou_roudou/koyou/kyufukin/ 
雇用関係助成金 検 索 

このパンフレットの内容は平成29年10月23日現在のものです。 

PL291023雇企01 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/


資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数 

小売業（飲食店を含む） 5,000万円以下 

ま
た
は 

50人以下 

サービス業 5,000万円以下 100人以下 

卸売業 １億円以下 100人以下 

その他の業種 ３億円以下 300人以下 

資本金の額・出資の総額 常時雇用する労働者の数 

ゴム製品製造業※ ３億円以下 

ま
た
は 

900人以下 

ソフトウェア業または情報
処理サービス業 

３億円以下 300人以下 

旅館業 5,000万円以下 200人以下 

※自動車・航空機用のタイヤ、チューブ製造業や工業用ベルト製造業を除く。 

雇用関係助成金における「中小企業事業主」の範囲は、以下のとおりとします。 

ただし、以下の助成金については、範囲が異なります。 

中小企業事業主等の範囲 

＜職場定着支援助成金（中小企業団体助成コース）＞ 

＜中小企業障害者多数雇用施設設置等助成金、両立支援等助成金（女性活躍加速化コース）＞ 

 業種や資本金の額・出資の総額にかかわらず、常時雇用する労働者の数が300人以下 

助成金の支給申請期間は、申請が可能となった日から２か月以内とします。 

支給申請期間 

２ 

生産性要件について 

 労働関係助成金は、助成金を申請する事業所が、次の方法で計算した「生産性要件」を満た
している場合に、助成の割増を行います。 
 
(1)助成金の支給申請を行う直近の会計年度における「生産性」が、 
 ・その３年度前に比べて６％以上伸びていること または、 
 ・その３年度前に比べて１％以上（6％未満）伸びていること（※） 
 
（※）この場合、金融機関から一定の「事業性評価」を得ていること  
 ☞「事業性評価」とは、都道府県労働局が、助成金を申請する事業所の承諾を得た上で、事

業の見立て（市場での成長性、競争優位性、事業特性及び経営資源・強み等）を与信取引
等のある金融機関に照会させていただき、その回答を参考にして、割増支給の判断を行う
ものです。 

   なお、「与信取引」とは、金融機関から借入を受けている場合の他に、借入残高がなく
とも、借入限度額（借入の際の設定上限金額）が設定されている場合等も該当します。 

  
 

上記表に加えて、以下の表の「資本金の額・出資の総額」か「常時雇用する労働者の数」
のいずれかを満たす企業等も、職場定着支援助成金（中小企業団体助成コース）における
「中小企業者」に該当します。 



＜助成金申請に当たってのご注意＞ 

●不正受給を行った事業主は、助成金の返還を求められるとともに、事業主名

等が原則公表されます。 
 

●都道府県労働局に提出した支給申請書、添付書類の写しなどは、支給決定さ

れたときから５年間保存しなければなりません。 
 

●雇用関係助成金の支給・不支給の決定、支給決定の取消しなどは、行政不服

審査法上の不服申立ての対象とはなりません。 

※ 実際に助成金を受給するためには、上記の要件と併せて、各助成金の個別 

 の要件も満たす必要があります。 

  詳しくはお近くの都道府県労働局・ハローワーク・（独）高齢･障害･求職 

 者雇用支援機構にお問い合わせください。 

 

３ 

＜助成金に関する勧誘にご注意ください。＞ 
 
雇用関係助成金の申請や、助成対象の診断及び受給額の無料査定をするとい

った記載の書面を一方的に送付（FAX）することによって助成金の活用を勧誘

する業者の情報が寄せられています。 

 

厚生労働省や労働局・ハローワークでは、このような勧誘に関与している事

実はありませんので、十分に御注意ください。 
 

～雇用関係助成金に関するお問い合わせ先～ 
 
 ・都道府県労働局、公共職業安定所（ハローワーク） 

 ・（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 都道府県支部高齢・障害者業務課等 

※ 付加価値とは、企業の場合、営業利益＋人件費＋減価償却費＋動産・不動産賃借料＋租税公課、
の式で算定されますが、企業会計基準を用いることができない事業所については、管轄の都道府
県労働局にお問い合わせください。 

● なお、生産性の算定要素である「人件費」について、「従業員給与」のみを算定することとし、
役員報酬等は含めないこととしています。 

 

● また、「生産性要件」の算定の対象となった期間中に、事業主都合による離職者を発生させて 
  いないことが必要です。 

    生産性 ゠ 
雇用保険被保険者数 

          付加価値（※） 

(2)「生産性」は次の計算式によって計算します。 



【区分】 【助成金名】

労働者の雇用
維持を図る

雇用調整助成金 1

労働移動支援助成金
　（Ⅰ 再就職支援コース）

2-Ⅰ

労働移動支援助成金
　（Ⅱ 早期雇入れ支援コース）

2-Ⅱ

労働移動支援助成金
　（Ⅲ 人材育成支援コース）

2-Ⅲ

労働移動支援助成金
　（Ⅳ 移籍人材育成支援コース）

2-Ⅳ

労働移動支援助成金
　（Ⅴ 中途採用拡大コース）

2-Ⅴ

60～64歳
特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅰ 特定就職困難者コース）

3-Ⅰ

65歳以上
特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅱ 生涯現役コース）

3-Ⅱ

特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅰ 特定就職困難者コース）

3-Ⅰ

特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅵ 障害者初回雇用コース）

3-Ⅵ

中小企業障害者多数雇用施設
設置等助成金

7

特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅰ 特定就職困難者コース）

3-Ⅰ

特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅲ 被災者雇用開発コース）

3-Ⅲ

特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅷ 生活保護受給者等雇用開発
コース）

3-Ⅷ

特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅶ 長期不安定雇用者雇用開発
コース）

3-Ⅶ

地域雇用開発助成金
　（Ⅰ 地域雇用開発コース）

5-Ⅰ

地域雇用開発助成金
　（Ⅱ 沖縄若年者雇用促進コース）

5-Ⅱ

トライアル雇用助成金
　（Ⅰ 一般トライアルコース）

4-Ⅰ

トライアル雇用助成金
　（Ⅱ 障害者トライアルコース）

4-Ⅱ

トライアル雇用助成金
　（Ⅲ 障害者短時間トライアルコース）

4-Ⅲ

建設労働者確保育成助成金
　（Ⅵ 若年・女性労働者向けトライア
ル雇用助成コース）

17-Ⅵ

特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅴ 三年以内既卒者等採用定着
コース）

3-Ⅴ

起業する 生涯現役起業支援助成金 6

雇用情勢が特に厳しい地域等に居住する地域求職者等を
雇い入れる

事業所の設置・整備を
した場合

沖縄県内に居住する35歳未満の求職
者

建設業の中小事業主

事業所の設置・整備を
した場合

4

中小事業主が施設整
備をして障害者を５人
以上雇い入れた場合

母子家庭の母等

新たに労働者
を雇い入れる

知的障害者

長期にわたり不安定雇用を繰り返す者

若年者または女性を建設技能労働者
等として雇い入れる

試行的・段階的に雇い
入れる

安定就業を希望する未経験者等

障害者

被災離職者等

自治体からハローワークに就労支援の
要請があった生活保護受給者等

特定求職者雇用開発助成金
　（Ⅳ 発達障害者・難治性疾患患者雇
用開発コース ）

3-Ⅳ

難治性疾患患者

短時間労働の精神障害者、発達障害
者

新卒求人の申込みまた
は募集を行い、初めて
雇い入れる

学校等の既卒者・中退者

発達障害者

就職困難者を雇い入れ
る

高年齢者

中小事業主が障害者を
はじめて雇い入れた場
合

身体障害者

起業により中高年齢者等を雇い入れる

「雇用関係助成金」検索表

【助成の対象】 【主な要件】 【番号】

経営が悪化する中で、休業や教育訓練、出向を通じて労働者の
雇用を維持する

雇用期間の定めのない労働者
中途採用率を向上させた場
合または45歳以上の者を初
めて中途採用した場合

離職する労働
者の再就職支
援を行う

再就職支援を民間職業
紹介事業者に委託等し
て行う

事業規模縮小等により離職を余儀なく
される労働者

早期に雇い入れる
事業規模縮小等により離職を余儀なく
された労働者

雇い入れ後に訓練を行
う

事業規模縮小等により離職を余儀なく
された労働者

移籍等での受け入れ後
に訓練を行う

雇用期間の定めのない労働者

中途採用を拡大する

精神障害者

雇用関係助成金一覧（8～16頁）の

各助成金の番号です。



【区分】 【助成金名】

障害者作業施設設置等助成金 10

障害者福祉施設設置等助成金 11

障害者介助等助成金 12

障害者雇用安定助成金
　（Ⅱ 障害者職場適応援助コース）

8-Ⅱ

障害者雇用安定助成金
　（Ⅲ　障害・治療と仕事の両立支援
制度助成コース）

8-Ⅲ

重度障害者等通勤対策助成金 13

重度障害者多数雇用事業所施設設置
等助成金

14

※１

※２

※３

※４

※５

障害者雇用安定助成金
　（Ⅰ 障害者職場定着支援コース）

【番号】

対象労働者に対して業務遂行に必要な援助・指導を行う専門家

①職場介助者を配置・委嘱する、②手話通訳担当者を委嘱する

①重度障害者等用社宅を賃借する、②社宅に入居した障害者に対して指導・援助を行う指導員を配置する、
③障害者に対して住宅手当を支給する、④通勤用バスを購入する、⑤通勤用バス運転手を委嘱する、
⑥通勤援助者を委嘱する、⑦自動車通勤のための駐車場を賃借する、⑧通勤用自動車を購入する

【助成の対象】 【主な要件】

福祉施設整備
障害者の福祉の増進を図るための福
祉施設等を設置・整備する

事業主団体も可

介助措置

障害・治療と仕事の両立
支援

労働者の障害や傷病の特性に応じた
治療と仕事を両立させるための制度を
導入する

通勤措置
障害者の通勤を容易にするための措
置（※３）を実施する

一部、事業主団体も可

事業施設整備等
重度障害者を多数継続雇用する事業
施設等の整備等を実施する

障害者の雇用管理のために必要な介
助者の配置等（※２）を実施する

職場適応援助者の配置
職場適応援助者（ジョブコーチ）による
支援を実施する

①訓練施設等を設置、整備する、②訓練事業を運営する

震災被災９県の事業所においては、（＊）の助成金について助成内容の上乗せ措置あり

5

職場定着のための措置

柔軟な時間管理や休暇取得を可能に
するための措置を講じる

短時間労働者の所定労働時間を延長
する

正規雇用・無期雇用等へ転換を行う

障害者の支援を実施する職場支援員
を配置する

障害者の支援に関する知識等を習得
させるための講習を受講させる

職場復帰のために必要な職場適応の
措置を行い、中途障害者を職場復帰
させる

8-Ⅰ

障害者等が働
き続けられるよ
う支援する

作業施設整備
障害者の障害特性による就労上の課
題を克服する作業施設等を設置・整備
する



【区分】 【助成金名】

職場定着支援助成金
　（Ⅰ 雇用管理制度助成コース）

15-Ⅰ

職場定着支援助成金
　（Ⅴ 中小企業団体助成コース）

15-Ⅴ

人事評価改善等助成金 16

キャリアアップ助成金
　（Ⅰ 正社員化コース）

21-Ⅰ

キャリアアップ助成金
　（Ⅲ 賃金規定等改定コース）

21-Ⅲ

キャリアアップ助成金
　（Ⅳ 健康診断制度コース）

21-Ⅳ

キャリアアップ助成金
　（Ⅴ 賃金規定等共通化コース）

21-Ⅴ

キャリアアップ助成金
　（Ⅵ 諸手当制度共通化コース）

21-Ⅵ

キャリアアップ助成金
　（Ⅶ 選択的適用拡大導入時処遇改
善コース）

21-Ⅶ

キャリアアップ助成金
　（Ⅷ 短時間労働者労働時間延長
コース）

21-Ⅷ

65歳超雇用推進助成金
　（Ⅰ 65歳超継続雇用促進コース）

19-Ⅰ

65歳超雇用推進助成金
　（Ⅱ 高年齢者雇用環境整備支援
コース）

19-Ⅱ

65歳超雇用推進助成金
　（Ⅲ 高年齢者無期雇用転換コース）

19-Ⅲ

介護労働者
職場定着支援助成金
　（Ⅱ 介護福祉機器助成コース）

15-Ⅱ

介護労働者
職場定着支援助成金
　（Ⅳ 介護労働者雇用管理制度助成
コース）

15-Ⅳ

保育労働者
職場定着支援助成金
　（Ⅲ 保育労働者雇用管理制度助成
コース）

15-Ⅲ

建設労働者
建設労働者確保育成助成金
　（Ⅲ 雇用管理制度助成コース）

17-Ⅲ

建設労働者
建設労働者確保育成助成金
　（Ⅳ 登録基幹技能者の処遇向上支
援助成コース）

17-Ⅳ

建設労働者
建設労働者確保育成助成金
　（Ⅴ　若年者及び女性に魅力ある職
場づくり事業コース）

17-Ⅴ

建設労働者
建設労働者確保育成助成金
　（Ⅸ 女性専用作業員施設設置助成
コース）

17-Ⅸ

季節労働者 通年雇用助成金 18

建設業の中小事業主

若年及び女性労働者の入職や定着を
図ることを目的とした事業を実施する

建設業の事業主または
事業主団体

自ら施工管理する建設工事現場での
女性専用作業員施設の賃借を実施す
る

【番号】

有期契約労働者等
（契約社員・パート・
派遣社員
など）

正規雇用労働者等へ転換または直接
雇用を実施する

賃金規定等の改定により賃金の引上
げを実施する

正規雇用労働者と共通の諸手当制度
を導入する

社会保険加入した短時間労働者の賃
金引上げを実施する

500人以下の企業で短
時間労働者の適用拡大
を実施した事業主

正規雇用労働者と共通の賃金規定等
を導入する

無期雇用への転換を実施する

建設業の元方の中小事
業主

法定外の健康診断制度を導入する

短時間労働者の所定労働時間を社会
保険加入ができるよう延長する

6

高年齢者

雇用管理改善制度の導入・実施を通
じて従業員の入職を実施する

建設業の中小事業主

雇用する登録基幹技能者の賃金テー
ブル又は資格手当の増額改定を実施
する

保育事業主

【助成の対象】 【主な要件】

賃金制度の整備を通じて従業員の離
職率の低下を図る

介護事業主

賃金制度の整備を通じて従業員の離
職率の低下を図る

介護福祉機器の導入を通じて従業員
の離職率の低下を図る

介護事業主

通年雇用をする
積雪寒冷地域の林業・
建設業・水産食料品製
造業等

労働者の処遇
や職場環境の
改善を図る

雇用管理制度（評価・処遇制度、研修制度、健康づくり制度、メ
ンター制度、短時間正社員制度）の導入を通じて従業員の離職
率の低下を図る

短時間正社員制度のみ
保育事業主

人材確保や労働者の職場定着を支援するための事業を実施す
る

都道府県知事に改善計
画の認定を受けた事業
主団体

生産性向上に資する人事評価制度と賃金制度を整備すること
を通じて、生産性向上、賃金アップ及び離職率の低下を図る

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
対
象
者

65歳以上への定年引上げ等を実施す
る

高年齢者の雇用環境整備の措置を実
施する



【区分】 【助成金名】

両立支援等助成金
　(Ⅰ 事業所内保育施設コース）

20-Ⅰ

両立支援等助成金
　(Ⅱ 出生時両立支援コース）

20-Ⅱ

両立支援等助成金
　(Ⅲ 介護離職防止支援コース）

20-Ⅲ

両立支援等助成金
　(Ⅳ 育児休業等支援コース）

20-Ⅳ

両立支援等助成金
　(Ⅴ 再雇用者評価処遇コース）

20-Ⅴ

両立支援等助成金
　(Ⅵ 女性活躍加速化コース）

20-Ⅵ

人材開発支援助成金
　（Ⅰ 特定訓練コース）

22-Ⅰ

人材開発支援助成金
　（Ⅱ 一般訓練コース）

22-Ⅱ

人材開発支援助成金
　（Ⅲ キャリア形成支援制度導入コー
ス）

22-Ⅲ

人材開発支援助成金
　（Ⅳ 職業能力検定制度導入コース）

22-Ⅳ

キャリアアップ助成金
　（Ⅱ 人材育成コース）

21-Ⅱ

建設労働者確保育成助成金
　（Ⅰ 認定訓練コース）

17-Ⅰ

建設労働者確保育成助成金
　（Ⅱ 技能実習コース）

17-Ⅱ

障害者職業能力開発助成金 9

職場適応訓練費 23

男性の育児休業取得
男性が育児休業を取得しやすい職場
環境作りに取り組み、取得させる

仕事と介護の
両立支援

仕事と介護の両立支援に関する取組
を行う

育休復帰支援プラン・代
替要員確保

育休復帰支援プランを作成し、労働者
に育児休業取得・職場復帰させる
育児休業代替要員を確保する

中小企業

【助成の対象】 【主な要件】 【番号】

仕事と家庭の
両立支援に取
り組む

事業所内
保育施設

事業所内保育施設を設置・運営・増築
する

再雇用制度導入
育児・介護を理由とした退職者の復職
支援の取組を行う

女性が活躍しやすい職
場環境整備

女性の活躍推進に関する目標を設定
し、取組を行い目標を達成する

障害者に対する訓練
障害者に対して、職業訓練を受講させ
るなどの能力開発訓練事業
（※４）を行う

事業主、事業主団体、
社会福祉法人等

都道府県労働局からの委託により事業所での作業環境への適
応を容易にするための訓練を行う

7

有期契約労働者等（契
約社員・パート・派遣社
員など）に対する訓練

有期契約労働者等の人材育成を図る

建設労働者に対する訓
練

建設業の事業主
または事業主団体

労働者等の職
業能力の向上
を図る

中小企業
事業主団体等

中小企業

中小企業
（業界検定制度のみ事
業主団体等）

OJTとOff-JTを組み合わせた訓練や若年者への訓練など、そ
の他労働生産性向上に資するなど訓練効果が高い10時間以上
の訓練について助成

特定訓練コース以外の20時間以上の訓練に対して助成

セルフ・キャリアドック制度、教育訓練休暇等制度を導入し、実
施した場合に助成

技能検定合格報奨金制度、社内検定制度、業界検定制度を導
入し、実施した場合に助成

認定訓練を実施または建設労働者に
受講させる場合に助成

建設業の中小事業主
または中小事業主団体

建設労働者に技能実習を受講させる
場合に助成
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